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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第42期中、第42期並びに第43期中は、中間連結(連結)財務諸表を作成していないため、記載しておりませ

ん。 

３ 第41期中及び第41期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、１株当たり中間(当期)

純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,489,962 ― ― 5,100,869 ―

経常損失(△) (千円) △73,685 ― ― △111,702 ―

中間(当期)純損失(△) (千円) △92,062 ― ― △141,924 ―

純資産額 (千円) 1,772,213 ― ― 1,726,961 ―

総資産額 (千円) 3,419,197 ― ― 3,473,961 ―

１株当たり純資産額 (円) 214.54 ― ― 209.08 ―

１株当たり中間(当期)純
損失(△)

(円) △11.15 ― ― △17.18 ―

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.8 ― ― 49.7 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 73,891 ― ― △12,896 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 61,073 ― ― △6,892 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 6,194 ― ― △1,313 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 1,446,965 ― ― 1,284,639 ―

従業員数 (名) 92 ― ― 95 ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「持分法を適用した場合の投資損益」については、関連会社がないため記載しておりません。 

３ 第41期中及び第41期の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益」については、中間連結(連結)財務諸表を作成しているため記載を省略してお

ります。 

４ 第42期中及び第42期並びに第43期中の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

５ 第41期中及び第41期の「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、

「財務活動によるキャッシュ・フロー」並びに「現金及び現金同等物の中間期末（期末)残高」について

は、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書を作成しているため記載しておりません。 

６ 純資産額の算定に当たり、第42期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,354,942 2,793,102 2,697,073 4,808,957 5,736,330

経常利益 
又は経常損失(△)

(千円) △71,605 29,586 44,995 △114,123 82,947

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △91,338 22,329 17,054 △142,778 20,037

持分法を適用した場合 
の投資損益

(千円) ― ― ─ ― ─

資本金 (千円) 1,394,711 1,394,711 1,394,711 1,394,711 1,394,711

発行済株式総数 (株) 8,265,677 8,265,677 8,265,677 8,265,677 8,265,677

純資産額 (千円) 1,747,315 1,671,774 1,720,281 1,700,135 1,723,755

総資産額 (千円) 3,238,958 3,125,578 3,228,507 3,289,567 3,240,085

１株当たり純資産額 (円) ― 202.43 208.30 ― 208.72

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― 2.70 2.07 ― 2.43

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 53.9 53.5 53.3 51.7 53.2

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △341,708 69,769 ― △233,071

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 117,062 △48,574 ― 103,159

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △100,216 ─ ― △100,231

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) ― 950,431 1,065,111 ― 1,045,081

従業員数 (名) 54 63 59 55 60



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 当社の従業員数 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。なお、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 59



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における我が国経済は、原油価格の高止まりや米国のサブプライム問題に端を発す

る不安材料はあるものの、企業部門は堅調に推移し、雇用や個人消費の拡大を通じて家計部門へも波

及した結果、景気は引き続き拡大基調で推移しました。 

当社の属するエレクトロニクス業界におきましては、堅調な景気のもとで電子部品や部材の需要は

底堅く推移したものの、販売競合による価格の下落が見られました。 

このような状況のもとで、当社はオペレーションの効率化を通じて経費の抑制に努めるとともに、

半導体・電子部品事業とプリント基板事業とのシナジーを中心とした、部品・部材単体での販売から

基板実装やモジュール設計請負事業への事業領域の拡大や、中国でのＥＭＳを活用した価格・納期両

面での顧客サポート体制の充実など、高付加価値を創造する事業形態への変革に取り組んでまいりま

した。 

当中間会計期間において、ソリューション事業はプリント基板の販売が好調に推移し１億４百万円

の増収、半導体・電子部品事業は価格競合による販売価格の低下があり３億26百万円の減収となりま

した。 

この結果、当社の売上高は26億97百万円と、前中間会計期間に比べ96百万円減少しました。利益面

につきましては引き続き経費削減に努めたこともあり経常利益は45百万円（前中間会計期間は30百万

円）となりました。特別損益は特別損失として役員退職慰労引当金繰入額９百万円、たな卸資産評価

損15百万円等を計上し、中間純利益は17百万円（前中間会計期間は22百万円）となりました。 

  

 当中間会計期間の営業の状況を事業部門別に見ますと、以下のとおりであります。 

①半導体・電子部品事業部門 

半導体・電子部品事業部門は、他社との価格競合が激化し、販売価格が低迷いたしました。ソリ

ューション事業とのシナジー効果を追求し、販売量の増加に注力いたしましたが、売上高は前中間

会計期間に比べ21.4％減の11億98百万円となりました。 

②マルチメディア事業部門 

マルチメディア事業部門は、自社ブランドＤＶＤメディアの売上は堅調に推移したものの、他社

ブランド品の販売競合による価格低下が予想以上に進み、売上高は前中間会計期間に比べ24.5％減

の４億40百万円となりました。 

③グローバル事業部門 

グローバル事業部門は、ロシア向けの輸出が堅調であったこと、また、ベトナム向け輸出も底堅

く推移した結果、売上高は91.4％増の５億62百万円となりました。 

④ソリューション事業部門 

ソリューション事業部門は、プリント配線基板の新規受注が順調に進み、売上高は26.6％増の４

億97百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末から20

百万円増加し、10億65百万円（前年同期比12.1％増）となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が19百万円、売上債権が１億33百万円減

少等による資金の増加がありましたが、一方で前渡金が80百万円増加したこと等による資金の減少も

あり、70百万円の収入となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得42百万円、無形固定資産の取得12百万

円等により49百万円の支出となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の借り替えはありましたが、資金の増減はあり

ませんでした。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門の名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

半導体・電子部品事業 1,184,881 80.2 188,280 61.1

マルチメディア事業 429,306 75.6 61,407 33.4

グローバル事業 488,480 192.0 282,906 471.6

ソリューション事業 527,794 102.6 92,458 75.6

合計 2,630,461 93.5 625,051 92.7

事業部門の名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

半導体・電子部品事業 1,000,824 76.7

マルチメディア事業 384,738 64.4

グローバル事業 412,853 227.3

ソリューション事業 399,959 140.4

合計 2,198,374 92.8



(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績については、主要な販売先がないため、記載を省略しております。 

４ 当中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

なお、（  ）は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。 

  

 
  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題につきまして重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

半導体・電子部品事業 1,198,393 78.6

マルチメディア事業 439,644 75.5

グローバル事業 562,354 191.4

ソリューション事業 496,682 126.6

合計 2,697,073 96.6

輸出先

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

アジア地域 158,318 39.5 119,527 16.9

欧州地域 179,432 44.7 482,208 68.4

その他の地域 63,289 15.8 103,582 14.7

合計
401,039
(14.4％)

100.0
705,317
(26.2％)

100.0



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、つぎのとおりで

す。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容 投資額(千円) 完了年月
完成後の 
増加能力

本社 
(東京都 
千代田区)

半導体・電子部品事業 
マルチメディア事業 
グローバル事業 
ソリューション事業

基幹システム 45,560 平成19年７月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,265,677 8,265,677
ジャスダック
証券取引所

―

計 8,265,677 8,265,677 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 8,265,677 ― 1,394,711 ― 355,177



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 所有株式数は、千株未満を切捨てて記載しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ITX株式会社 東京都千代田区霞が関３－２－５ 4,165 50.4

久保村昭衞 東京都練馬区 1,296 15.7

唐沢喜美子 東京都中野区 436 5.3

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門１－７－12 143 1.7

日立マクセル株式会社 大阪府茨木市丑寅１―１―88 88 1.1

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 78 0.9

沖電線株式会社
神奈川県川崎市中原区下小田中
２－12－８

66 0.8

株式会社全日警 東京都中央区日本橋浜町１－１－12 50 0.6

竹内十三郎 千葉県船橋市 47 0.6

河中恵美子 兵庫県姫路市 47 0.6

計 ― 6,417 77.7



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が22,000株含まれておりま

す。なお、当該証券保管振替機構名義株式は名義書換失念株式であり、当中間会計期間末においては議決権

を有していないことから、当該株式に係る議決権22個は「議決権の数」の欄には含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式192株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日以後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式      7,000
―

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,240,000 8,218 同上

単元未満株式 普通株式     18,677 ― 同上

発行済株式総数 8,265,677 ― ―

総株主の議決権 ― 8,218 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ソリスト

東京都千代田区 
外神田３－８－12

7,000 ― 7,000 0.1

計 ― 7,000 ― 7,000 0.1

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 139 148 146 265 162 134

最低(円) 128 123 125 130 130 108



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



  【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 950,431 1,065,111 1,045,081

 ２ 受取手形 ※4.5 242,025 282,430 358,673

 ３ 売掛金 737,319 618,020 674,920

 ４ たな卸資産 334,859 303,925 308,008

 ５ その他 ※３ 255,309 335,770 242,984

   貸倒引当金 △775 △6,400 △8,500

   流動資産合計 2,519,168 80.6 2,598,856 80.5 2,621,166 80.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 77,642 75,069 77,471

  (2) 土地 75,284 75,284 75,284

  (3) その他 20,024 23,120 20,843

   有形固定資産合計 172,950 5.5 173,473 5.4 173,598 5.3

 ２ 無形固定資産 33,124 1.1 60,904 1.9 70,460 2.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 229,507 225,623 205,298

  (2) 破産更生債権等 228,947 243,392 243,854

  (3) 敷金保証金 80,488 71,142 70,692

  (4) その他 151,341 159,509 159,871

    貸倒引当金 △289,947 △304,392 △304,854

   投資その他の資産 
   合計

400,336 12.8 395,274 12.2 374,861 11.6

   固定資産合計 606,410 19.4 629,651 19.5 618,919 19.1

   資産合計 3,125,578 100 3,228,507 100 3,240,085 100



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 430,674 331,534 364,487

 ２ 短期借入金 880,000 880,000 880,000

 ３ 未払法人税等 5,503 5,801 8,038

 ４ 前受金 ― 187,572 154,906

 ５ その他 95,749 54,075 70,052

   流動負債合計 1,411,926 45.2 1,458,982 45.2 1,477,483 45.6

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 34,136 29,741 30,534

 ２ 役員退職慰労引当金 ― 11,190 ―

 ３ その他 7,742 8,313 8,313

   固定負債合計 41,878 1.3 49,244 1.5 38,847 1.2

   負債合計 1,453,804 46.5 1,508,226 46.7 1,516,330 46.8



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,394,711 44.6 1,394,711 43.2 1,394,711 43.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 355,177 355,177 355,177

  (2) その他資本剰余金 701,498 701,498 701,498

   資本剰余金合計 1,056,675 33.8 1,056,675 32.7 1,056,675 32.6

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 △116,346 △101,582 △118,636

   利益剰余金合計 △116,346 △3.7 △101,582 △3.1 △118,636 △3.7

 ４ 自己株式 △1,968 △0.1 △2,000 △0.1 △1,984 △0.0

   株主資本合計 2,333,072 74.6 2,347,804 72.7 2,330,766 71.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

△76,821 △2.4 △43,044 △1.3 △23,179 △0.7

 ２ 繰延ヘッジ損益 420 0.0 418 0.0 1,065 0.0

 ３ 土地再評価差額金 △584,897 △18.7 △584,897 △18.1 △584,897 △18.0

   評価・換算差額等 
   合計

△661,298 △21.1 △627,523 △19.4  
 

△607,011 △18.7

   純資産合計 1,671,774 53.5 1,720,281 53.3 1,723,755 53.2

   負債純資産合計 3,125,578 100 3,228,507 100 3,240,085 100



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)

当中間会計期間

(平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで)

前事業年度 
要約損益計算書 

(平成18年４月１日から 
 平成19年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,793,102 100 2,697,073 100 5,736,330 100

Ⅱ 売上原価 2,308,608 82.7 2,187,907 81.1 4,710,398 82.1

   売上総利益 484,494 17.3 509,166 18.9 1,025,932 17.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 452,742 16.2 465,606 17.3 933,239 16.3

   営業利益 31,752 1.1 43,560 1.6 92,693 1.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 7,057 0.3 12,435 0.5 18,744 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 9,223 0.3 11,000 0.4 28,490 0.5

   経常利益 29,586 1.1 44,995 1.7 82,947 1.4

Ⅵ 特別利益 ※４ 20,903 0.7 2,562 0.1 28,016 0.5

Ⅶ 特別損失 ※５ 26,324 0.9 28,613 1.1 86,968 1.5

   税引前中間(当期)純 
   利益

24,165 0.9 18,944 0.7 23,995 0.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,836 0.1 1,890 0.1 3,958 0.1

   中間(当期)純利益 22,329 0.8 17,054 0.6 20,037 0.3



 ③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675 △ 138,674 △ 138,674 △ 1,753 2,310,959

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ― ― ― ― 22,329 22,329 ― 22,329

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △ 216 △ 216

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― ― 22,329 22,329 △ 216 22,113

平成18年９月30日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675 △ 116,346 △ 116,346 △ 1,968 2,333,072

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △25,927 ― △584,897 △610,824 1,700,135

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ― ― ― ― 22,329

 自己株式の取得 ― ― ― ― △216

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△50,894 420 ― △50,474 △50,474

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△50,894 420 ― △50,474 △28,361

平成18年９月30日残高(千円) △76,821 420 △584,897 △661,298 1,671,774



当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675 △118,636 △118,636 △1,984 2,330,766

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ― ― ― ― 17,054 17,054 ― 17,054

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △16 △16

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― ― 17,054 17,054 △16 17,038

平成19年９月30日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675 △101,582 △101,582 △2,000 2,347,804

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △23,179 1,065 △584,897 △607,011 1,723,755

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ― ― ― ― 17,054

 自己株式の取得 ― ― ― ― △16

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△19,865 △647 ― △20,512 △20,512

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△19,865 △647 ― △20,512 △3,474

平成19年９月30日残高(千円) △43,044 418 △584,897 △627,523 1,720,281



前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675 △138,674 △138,674 △1,753 2,310,959

事業年度中の変動額

 当期純利益 ― ― ― ― 20,037 20,037 ― 20,037

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △231 △231

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ― 20,037 20,037 △231 19,806

平成19年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675 △118,636 △118,636 △1,984 2,330,766

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △25,927 ― △584,897 △610,824 1,700,135

事業年度中の変動額

 当期純利益 ― ― ― ― 20,037

 自己株式の取得 ― ― ― ― △231

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

2,748 1,065 ― 3,813 3,813

事業年度中の変動額合計(千円) 2,748 1,065 ― 3,813 23,619

平成19年３月31日残高(千円) △23,179 1,065 △584,897 △607,011 1,723,755



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 24,165 18,944 23,995

 ２ 減価償却費 13,536 12,540 24,715

 ３ 貸倒引当金の増減額 △67,678 △2,562 △ 45,047

 ４ 退職給付引当金の増減額 △4,279 △793 △ 7,881

 ５ 役員退職慰労引当金の増減額 ― 11,190 ―

 ６ 受取利息及び受取配当金 △3,406 △4,436 △ 7,647

 ７ 支払利息 8,101 9,441 16,022

 ８ 投資有価証券売却益 △910 △5,264 △ 3,294

 ９ 関係会社株式売却益 △19,343 ― △ 26,680

 10 投資有価証券評価損 7,339 ― 67,734

 11 関係会社株式評価損 8,864 ― ―

 12 関係会社整理損 ― ― 9,114

 13 為替差損益 816 1,165 884

 14 固定資産除却損 ― 5,544 ―

 15 売上債権の増減額 △271,896 133,143 △ 332,204

 16 仕入債務の増減額 △17,037 △32,953 △ 95,203

 17 前受金の増減額 ― 32,666 122,965

 18 前渡金の増減額 ― △80,289 △ 22,753

 19 たな卸資産の増減額 △60,022 4,083 △ 33,171

 20 その他資産の増減額 51,120 ― ―

 21 その他負債の増減額 △5,879 ― ―

 22 その他の損益 5,022 ― ―

 23 その他 ― △23,606 86,639

    小計 △331,487 78,813 △ 221,812

 24 利息及び配当金の受取額 1,762 4,561 7,774

 25 利息の支払額 △8,257 △9,700 △ 15,237

 26 法人税等の支払額 △3,726 △3,905 △ 3,796

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△341,708 69,769 △ 233,071



次へ 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による
   支出

△4,755 △2,017 △ 12,609

 ２ 無形固定資産の取得による
   支出

△200 △11,504 △ 41,510

 ３ 投資有価証券の取得による
   支出

△1,819 △41,760 △ 3,647

 ４ 投資有価証券の売却による
   収入

31,285 6,837 34,381

 ５ 関係会社株式の売却による
   収入

33,843 ― 46,680

 ６ 敷金保証金の差入による 
   支出

△499 △450 △ 1,322

 ７ 敷金保証金の返還による 
   収入

10,326 ― 20,944

 ８ 貸付金の回収による収入 48,881 320 49,361

 ９ その他 ― ― 10,881

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

117,062 △48,574 103,159

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △100,000 ― △ 100,000

 ２ 自己株式の取得による支出 △216 ― △ 231

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△100,216 ― △ 100,231

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△816 △1,165 △ 884

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △325,678 20,030 △ 231,028

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,276,109 1,045,081 1,276,109

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 950,431 1,065,111 1,045,081



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   子会社株式

    総平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、総平均法により算

定)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

―――――――――

   その他有価証券

    時価のあるもの

同 左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

―――――――――

   その他有価証券

    時価のあるもの

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、総平均法により算

定)

    時価のないもの

     総平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 (2) デリバティブ取引により生ず

る債権及び債務

時価法

 (2) デリバティブ取引により生ず

る債権及び債務

同左

 (2) デリバティブ取引により生

ずる債権及び債務

同左

 (3) たな卸資産

   商品は総平均法に基づく原価

法によっております。

 (3) たな卸資産

同左

 (3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   主な耐用年数

    建物     ６年～50年

    工具器具備品 ４年～15年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

 定率法によっております。

   主な耐用年数

    建物     ６年～50年

    工具器具備品 ４年～15年

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第83号))

に伴い、当中間会計期間から平成

19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から平成19年３

月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。 

 当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資 

  定率法によっております。 

主な耐用年数 

 建物      ６年～50年 

 工具器具備品  ４年～15年



 
  

前中間会計期間

(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間

(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   ただし、無形固定資産のソフ

トウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によって

おります。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2)無形固定資産 

       同左

 (3) 長期前払費用

   均等償却によっております。

 (3) 長期前払費用

同左

 (3)長期前払費用 

       同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

 (2) 退職給付引当金

    同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

 (3)    ―――――  (3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。

 (3)    ―――――

（会計方針の変更） 

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当中間会計期間に「租税特別措

置法上の準備金及び特別法上の引当

金又は準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱い」

(日本公認会計士協会 平成19年４

月13日監査・保証実務委員会報告第

42号）が公表されたことを契機とし

て、役員に対する退職慰労金の支給

見積額を在任期間中にわたり費用配

分することで期間損益の適正化及び

財務内容の健全化を図るため、当中

間会計期間より役員退職慰労引当金

を計上しております。



前中間会計期間

(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間

(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 この変更により、当中間会計期間

の発生額3,270千円は販売費及び一

般管理費に、過年度分相当額8,520

千円は特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来と同一の方法を

採用した場合と比較して、営業利益

及び経常利益は3,270千円減少し、

税引前中間純利益は11,190千円減少

しております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

為替予約については、繰延

ヘッジ処理によっておりま

す。

５ ヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

     (ヘッジ手段)

      為替予約

     (ヘッジ対象)

外貨建金銭債権債務等

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行っており、投

機目的のための為替予約は行

っておりません。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動との間

に高い水準で相殺が行われた

かどうかの評価を半期に一度

以上行っております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資としております。

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左



  

 
  

前中間会計期間

(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間

(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左



次へ 

（会計処理の変更） 

  

 
  

（表示方法の変更） 

  

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

額に相当する金額は1,671,354千円

であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8号)を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、1,722,690千円でありま

す。 

 財務諸表等規則の改正により,当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

―――――― （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において流動負債「その他」に含め

て表示しておりました「前受金」については、重要性

が増したため、当中間会計期間より区分掲記しており

ます。 

 なお、前中間会計期間における「前受金」の金額は

38,000千円であります。

―――――― （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「売上債権の増減額」に含めて表示して

おりました「前受金の増減額」(前中間会計期間6,059

千円)及び「仕入債務の増減額」に含めて表示しており

ました「前渡金の増減額」(前中間会計期間11,979千

円)については、重要性が増したため、当中間会計期間

より区分掲記しております。

 前中間会計期間において区分掲記しておりました営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他資産の増

減額」(当中間会計期間△7,856千円)、「その他負債の

増減額」(当中間会計期間△17,750千円)及び「その他

の損益」(当中間会計期間－千円)は、区分掲記する重

要性が乏しいことから、当中間会計期間より営業活動

によるキャッシュ・フローの「その他」として表示し

ております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        156,816千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      170,932千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      164,022千円

※２ 担保提供資産

   投資有価証券のうち86,618千

円は、取引保証金の代用として

担保に供しております。

※２ 担保提供資産

   投資有価証券のうち81,430千

円は、取引保証金の代用として

担保に供しております。

※２ 担保提供資産

   投資有価証券のうち88,211千

円は、取引保証金の代用として

担保に供しております。

※３ 中間貸借対照表における消費

税等の表示方法

   売上等に係る仮受消費税等と

仕入等に係る仮払消費税等は相

殺し、その差額は流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 中間貸借対照表における消費

税等の表示方法

同左

※３   ――――――

※４ 受取手形の裏書譲渡高

       271,226千円

※４ 受取手形の裏書譲渡高

       140,244千円

※４ 受取手形の裏書譲渡高

       174,206千円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

   受取手形    7,477千円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。

  当中間会計期間末日満期手形の

金額は次のとおりであります。

   受取手形   12,081千円

   裏書手形   17,038千円

※５ 事業年度末日満期手形の会

計処理については手形交換日

をもって決済処理をしており

ます。 

 なお、当事業年度末日が金

融機関の休日であったため、

次の事業年度末日満期手形が、

事業年度末日残高に含まれてお

ります。

  受取手形     1,384千円

  裏書手形    43,032千円



(中間損益計算書関係) 

  

 

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 

※１ 営業外収益のうち主な項目

受取利息 2,249千円

受取配当金 1,157千円

※１ 営業外収益のうち主な項目

受取利息 2,885千円

受取配当金 1,551千円

投資有価証券
売却益

5,264千円

※１ 営業外収益のうち主な項目

受取利息 5,733千円

受取配当金 1,914千円

投資有価証券 
売却益

3,294千円

※２ 営業外費用のうち主な項目

支払利息 8,101千円

※２ 営業外費用のうち主な項目

支払利息 9,441千円

※２ 営業外費用のうち主な項目

支払利息 16,022千円

※３ 減価償却実施額

有形固定資産 6,193千円

無形固定資産 7,343千円

※３ 減価償却実施額

有形固定資産 6,911千円

無形固定資産 5,629千円

※３ 減価償却実施額

有形固定資産 13,398千円

無形固定資産 11,318千円

※４ 特別利益のうち主な項目

関係会社株式売
却益(株式会社
コス モシ ステ
ム)

19,343千円  

※４ 特別利益のうち主な項目

貸倒引当金
戻入益

2,562千円

※４ 特別利益のうち主な項目

関係会社株式売
却益(株式会社
コス モシ ステ
ム)

26,680千円

※５ 特別損失のうち主な項目

役員退職金 10,120千円

関係会社株式評
価損(索利電子
(香港)有限公
司)

8,864千円

投資有価証券評
価損

7,339千円  

※５ 特別損失のうち主な項目

役員退職慰労
引当金繰入額

8,520千円

固定資産除却損 5,544千円

たな卸資産
評価損

14,549千円

 

※５ 特別損失のうち主な項目

役員退職金 10,120千円

関係会社整理損
(索利電子(香
港)有限公司)

9,114千円

投資有価証券評
価損

67,734千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 1,100株 

  

当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  100株 

  

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 1,200株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 8,265,677 ― ― 8,265,677

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,892 1,100 ― 6,992

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 8,265,677 ― ― 8,265,677

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 7,092 100 ― 7,192

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 8,265,677 ― ― 8,265,677

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,892 1,200 ― 7,092



前へ   次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 950,431千円

現金及び
現金同等物

950,431千円

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,065,111千円

現金及び
現金同等物

1,065,111千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,045,081千円

現金及び
現金同等物

1,045,081千円



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

建物
ソフト 
ウェア

（千円）

(無形固定
資産に含む)

(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 11,696 6,188 17,884

減価償却 
累計額 
相当額

9,942 2,888 12,830

中間期末 
残高 
相当額

1,754 3,300 5,054

ソフト 
ウェア

(無形固定
資産に含む)

(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 6,188 6,188

減価償却 
累計額 
相当額

4,126 4,126

中間期末 
残高 
相当額

2,062 2,062

 

建物
ソフト 
ウェア

（千円）

(無形固定
資産に含む)

(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 11,696 6,188 17,884

減価償却 
累計額 
相当額

11,111 3,506 14,617

期末 
残高 
相当額

585 2,682 3,267

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3,218千円

１年超 2,128千円

合計 5,346千円
  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1,269千円

１年超 859千円

合計 2,128千円
 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,924千円

１年超 1,497千円

合計 3,421千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,996千円

減価償却費相当額 1,788千円

支払利息相当額 113千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,234千円

減価償却費相当額 1,204千円

支払利息相当額 30千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 3,992千円

減価償却費相当額 3,577千円

支払利息相当額 183千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

(1) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

(1) 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

(1) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(2) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(2) 利息相当額の算定方法

同左

(2) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

    前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

    当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

    前事業年度末(平成19年３月31日) 

 
(注) 1.表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

   2.当事業年度において、60,395千円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

    前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 
(注）１.当中間会計期間において、8,864千円減損処理を行っております。 

２.当中間会計期間において、7,339千円減損処理を行っております。 

  

    当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 
  

    前事業年度末(平成19年３月31日) 

 
(注）当事業年度において、7,339千円減損処理を行っております。 

区分
取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

株式 263,722 190,838 △72,884

計 263,722 190,838 △72,884

区分
取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

株式 206,986 167,931 △39,055

計 206,986 167,931 △39,055

区分
取得原価 
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

株式 205,143 185,772 △19,371

計 205,143 185,772 △19,371

内容
中間貸借対照表計上額

(千円)

子会社株式及び関連会社株式

 子会社株式（注）1 12,931

その他有価証券

 非上場株式（注）2 25,739

計 38,670

内容
中間貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式 41,772

 新株予約権 15,920

計 57,692

内容
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式（注） 19,526

計 19,526



前へ   次へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

(持分法投資損益等) 

前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間(平成19年４月1日から平成19年９月30日まで) 

 該当事項はありません。 

前事業年度(平成18年４月1日から平成19年３月31日まで) 

 該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

 該当事項はありません。 

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

 該当事項はありません。 

  



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

１株当たり純資産額 202円43銭 １株当たり純資産額 208円30銭 １株当たり純資産額 208円72銭

１株当たり中間純利益 2円70銭 １株当たり中間純利益 2円07銭 １株当たり当期純利益 2円43銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については潜在株式がない

ため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については潜在株式がない

ため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については潜在株式がない

ため記載しておりません。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 22,329 17,054 20,037

普通株主に帰属しな 
い金額

(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間 
(当期)純利益

(千円) 22,329 17,054 20,037

普通株式の期中平均 
株式数

(株) 8,259,655 8,258,584 8,259,157



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第42期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月20日関東財務局長に提

出 

  

(2) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の

財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づき、減損処理による投資有価証券評価

損60百万円を特別損失として計上する旨の臨時報告書を平成19年４月６日に関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

株式会社 ソリスト 

取締役会 御中 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ソリストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ソリストの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月14日

株式会社 ソリスト 

取締役会 御中 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ソリストの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ソリストの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ３ 引当金の計上基準(３)役員退職慰労引当金に記載の

とおり、会社は従来、役員退職慰労金を支出時の費用として処理していたが、当中間会計期間より役員退職

慰労引当金として計上する方法に変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
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